
 

 

 

１ 圏域全体の経済成長のけん引 

 ＜基本目標＞ 

指標名 
基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

法人市民税法人税割を

課税された法人数 

4,166 社 

（6 年度） 

4,166 社 

（12 年度） 

①指標の説明 
法人市民税法人税割を課税された法人数。 

②指標とした理由 
人口減少や物価高などにより地場事業者を取り巻く環

境が悪化するなか、法人税割を課税された法人数が増加
することで、地場事業者の経営力や生産性が向上してい
ると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

「市町村税課税状況等の調」により把握する。 
④目標値設定の考え方 

直近５年間（R2～R6 年度）で最も高い令和６年度の実
績値 4,166 社の維持を目標とする。 

旅行消費額【暦年】 

【圏域】 

2,141 億円 

（6 年） 

2,919 億円 

（12 年） 

①指標の説明 
 訪問客の圏域内での消費額。 
②指標とした理由 
 観光等がまちにもたらす経済効果を示すとともに、こ
の増加が長崎観光の魅力向上・メニューの充実の度合い
を示すと考えられるため。 
③実績値の把握方法 
 訪問客数に観光動向調査等を基に算出した１人当たり
の平均消費額を乗じて算出する。 
④目標値設定の考え方 

市町ごとに設定し積み上げた額を目標とする。 

経済波及効果【暦年】 
3,175 億円 

（6 年） 

4,017 億円 

（12 年） 

①指標の説明 
訪問客の長崎県内に与える経済波及効果 

②指標とした理由 
観光等がまちにもたらす経済効果を示すとともに、こ

の増加が長崎観光の魅力向上・メニューの充実の度合い
を示すと考えられるため。 
③実績値の把握方法 

観光動向調査で算出した訪問客数や旅行消費額を基
に、長崎県産業連関表の分析ツールにより推計する。。 
④目標値設定の考え方 
 物価上昇や高付加価値等の取り組みを含めた増加率を
見込み算出する。 
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（１）経済成長戦略の策定 
 

【連携協約に定める取組】 

圏域の企業、大学、研究機関、金融機関等の代表で構成する審議会において、圏域の経済成長

戦略の策定、推進及び進捗管理を行う。 

 

KPI 

(重要業績評価指標)※ 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

法人市民税法人税割を

課税された法人数 

【再掲】 

4,166 社 

（6 年度） 

4,166 社 

（12 年度） 

①指標の説明 
法人市民税法人税割を課税された法人数。 

②指標とした理由 
人口減少や物価高などにより地場事業者を取り巻く環

境が悪化するなか、法人税割を課税された法人数が増加
することで、地場事業者の経営力や生産性が向上してい
ると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

「市町村税課税状況等の調」により把握する。 
④目標値設定の考え方 

直近５年間（R2～R6 年度）で最も高い令和６年度の実
績値 4,166 社の維持を目標とする。 

※「KPI（重要業績評価指標）」：施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標のこと。KPI は
Key Performance Indicator の略称 。 

 

 

事 業 名 長崎市経済成長戦略の策定及び戦略の推進、進捗管理 

 事 業 概 要 

長崎市経済活性化審議会における調査・審議の中で、学識経験者、その他関係

団体等から幅広く意見を聴取し、経済成長戦略の策定、推進及び進捗管理を行

うことにより、圏域経済の振興を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎市経済活性化審議会の審議を踏まえ経済成長戦略を策定し、同戦略に基づ

く施策の推進及び進捗管理を行う。 

連 携 町 長崎市と協力し、経済成長につながる施策を推進する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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（２）産業クラスターの形成及び地域製造業の振興 
 

 

【連携協約に定める取組】 

圏域の海洋産業クラスターの形成及び地場製造業におけるものづくりの生産性向上に向けた支

援を行う。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

新事業展開や DX※1 推進

による生産性向上に取

り組む企業を支援した

件数 

【累計】 

173 件 

（6 年度） 

209 件 

（12 年度） 

①指標の説明 
新事業展開や DX 推進による生産性向上に取り組む企

業を支援した累計件数。 
②指標とした理由 

人材不足等が問題となる中で、中小企業の競争力強化
を図るためには、経営の多角化や生産性向上に取り組む
企業を増やす必要があるため。 
③実績値の把握方法 

長崎市が支援する新事業展開及び DX 推進による生産
性向上に係る補助金の交付件数により把握する。 
④目標値設定の考え方 

令和 3 年度からの支援件数（累計）を目標値とし、令
和 6 年度までの実績（173 件）から、新事業展開や生産
性向上に取り組む企業を支援するものとして、毎年度６
件の支援を目標値とする。 

長崎地域造船造機技術

研修センター※2 及び長

崎工業会※3 の人材育成

の取組みに参加した人

数 

97 人 

（6 年度） 

97 人 

（12 年度） 

①指標の説明 
長崎地域造船造機技術研修センター及び長崎工業会

が実施する技術向上や経営力強化のための取組みに参
加した人数。 
②指標とした理由 

参加者が増えることで、人材育成が図られていると考
えるため。 
③実績値の把握方法 

各団体に対する調査により把握する。 
④目標値設定の考え方 

基準値の維持を目標とする。 

※1「DX」：Digital Transformation（デジタルトランスフォーメーション）の略。ICT（情報通信技
術）を活用して、業務やサービスの形を変革すること。 

※2「長崎地域造船造機技術研修センター」：長崎県の基幹産業の一つである造船業における造船技
術者の高齢化及び団塊世代の大量退職に伴う若年層への技術継承を目的として長崎市内造船造機
関連３団体で構成された組織。 

※3「長崎工業会」：製造業を中心とした事業所が、組織的な事業推進を通じて、それぞれの経営基
盤の強化、技術の高度化等による新規事業分野への進出などを積極的に促進し、地域工業等の活
性化を図っている。 
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事 業 名 新分野進出及び生産性向上の推進 

事 業 概 要 

長崎の基幹製造業の技術が活用できる海洋再生エネルギー分野を含む新分野進

出や DX 推進による生産性向上など企業の新しい取組を推進することにより、地

元企業の受注拡大や雇用の創出につなげる。 

観光や農業・水産業及び長崎の強みである海洋産業などの分野において、企業の

新規事業創出への取組を促進し、新産業の創出につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

長崎海洋産業クラスター形成推進協議会※1 をはじめとする関係団体との連携を

図り、海洋再生エネルギー分野を含む新事業分野への進出や DX 推進による生産

性向上などに取り組む企業の支援を行う。 

企業、大学、金融機関、行政が一体となって新たな産業を創出するためのプラッ

トフォーム※2 を構築し、地域活性化・地域課題の解決に向けた取組みを推進する。 

連 携 町 域内企業との連携や企業情報の提供など、必要な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 
※1「長崎海洋産業クラスター形成推進協議会」：産学官の連携のもと、海洋関連市場への参入をめ

ざす長崎県内企業を支援・育成することにより、長崎県域を核とする海洋産業クラスターの形成
を図り、地域産業の振興及び雇用の創造に寄与することを目的として活動しているＮＰＯ法人。 

※2「プラットフォーム」：官民など多様な機関の連携による活動基盤 

 

事 業 名 工業分野におけるものづくり支援 

事 業 概 要 
地場産業の経営力・競争力強化に向けた民間の自主的な取組を支援し、地域経済

の活性化を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎工業会が行う現場力向上のための人材育成や、経営力強化に向けた調査研究

などの取組を支援する。 

連 携 町 
西そのぎ商工会と連携し、域内企業との連携や企業情報の提供など、必要な協力

を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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事 業 名 造船造機分野におけるものづくり支援 

事 業 概 要 
造船造機分野に必要な知識・技術等の習得を支援し、円滑な継承を図ることで、

基幹産業を担う人材の安定供給・安定確保を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

「長崎地域造船造機技術研修センター」※が、次世代を担う造船造機関連企業の新

入社員等を対象として、技術・技能の伝承を図るために行う研修等の取組を支援

する。 

連 携 町 域内企業との連携や企業情報の提供など、必要な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「長崎地域造船造機技術研修センター」：長崎県の基幹産業の一つである造船業における造船技術
者の高齢化及び団塊世代の大量退職に伴う若年層への技術継承を目的として長崎市内造船造機関
連３団体で構成された組織。 

 

事 業 名 企業間交流の促進 

事 業 概 要 
1 市 2 町に所在のある企業を対象に企業交流会を実施することで、協業や取引拡

大に繋げる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 1 市 2 町に所在のある企業を対象に企業交流会を企画し、開催する。 

連 携 町 事業の周知・広報など、必要な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 スタートアップ支援 

事 業 概 要 
起業を目指す人の発掘・育成、起業家コミュニティの醸成といった土壌づくりに

取組み、新たなビジネスモデルを活用した新規事業創出を図る 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 起業を目指す人を対象にセミナーや起業家育成プログラム実施等の支援を行う。 

連 携 町 事業の周知・広報など、必要な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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（３）地域資源を活用した地域経済の裾野拡大 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

圏域の多様な資源を活用し、地場産品のブランド育成、販路拡大及び消費拡大に取り組む。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

長崎市内食料品製造業

の製造品出荷額等（従

業員 4 人以上の事業所）

【暦年】 

215.5 億円 

（6 年） 

215.5 億円 

（12 年） 

①指標の説明 
工業統計のうち、食料品製造業の製造品出荷額等。 

②指標とした理由 
人口減少などにより、域内消費額の低下が見込まれる

など市内食料品製造業を取り巻く環境が悪化するなか、
域外への販路開拓・拡大などの取組みを強化し、市内の
食料品製造業の出荷額を維持させることで、他地域に対
する競争力向上が図られていると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

工業統計調査により把握する。 
④目標値設定の考え方 

基準値の維持を目標とする。 

 

 

事 業 名 「長崎の魚」の魅力発信と消費拡大 

事 業 概 要  
市が魚の美味しいまちということを、圏域住民・観光客が認識し、魚を観光コンテン

ツの一つとして定着させ、市内での消費の拡大を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
「さしみシティ」賛同店舗の拡大や市民や観光客を店舗に誘導するためのＰＲを行

うとともに、ＤＭＯとも連携しながら域内外へのプロモーションを強化する。 

連 携 町 町内における情報収集や事業の周知・広報など、必要な協力を行う。 

関 係 市 町  長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 長崎練り製品ブランド化支援 

事 業 概 要 
長崎の水産練り製品のブランド化を展開し、「かんぼこ」の認知度を高め、地域全体

の売上増加を図ることで、地域の振興につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

「長崎かんぼこ王国推進委員会」※を通じ、長崎市内の事業者や行政、その他関係者

と連携し、イベントや展示会、SNS 等での商品のＰＲを行うとともに、長崎かんぼ

この食文化の継承に向けた新商品の開発や商品力強化等の支援に取り組む。 

連 携 町 町内における情報収集や事業の周知・広報など、必要な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「長崎かんぼこ王国推進委員会」：長崎の水産練り製品「かんぼこ」の消費拡大やＰＲを通した長
崎経済の活性化を目指し、長崎市内の蒲鉾屋と「かんぼこ」を提供する飲食店、行政、各種団体
が連携した組織。 
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事 業 名 長崎県産品の販売促進 

事 業 概 要 
一般社団法人長崎県物産振興協会の活動を通じ、長崎県産品の宣伝斡旋・販路拡大を

図り、産業の発展につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎県産品の普及宣伝、優良特産品の推奨（「長崎俵物」※の認定など）、特産品のギ

フト販売及び物産館の運営等を行う一般社団法人長崎県物産振興協会を支援する。 

連 携 町 
町内直売所や西そのぎ商工会とも連携し、町内における事業の周知・広報など、必要

な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「長崎俵物」：長崎県が認定する、豊かな歴史へのこだわりをいかしつつ、厳格な品質管理による
安全で安心かつ高品質な長崎ブランドの水産加工食品。 

 

事 業 名 物産振興推進 

事 業 概 要 
物産展等への出店支援により、特産品のＰＲと知名度向上を図り、売上や取引機会の

増加につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
首都圏における特産品のＰＲに取り組むとともに、物産展への出店支援や特産品の

PR 等を通して販路拡大等の取組みを支援する。 

連 携 町 
町内直売所や西そのぎ商工会とも連携し、町内における事業の周知・広報など、必要

な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 中小企業団体支援 

事 業 概 要 

中小企業組合等の連携組織に対する支援や専門家派遣、調査研究、情報化、セミナー・

研修会の開催など、中小企業の組織化と組織強化に向けた取組を支援し、中小企業の

振興を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
中小企業者が組織する各団体の総合指導機関である「長崎県中小企業団体中央会」と

協力・連携を図り、同中央会が行う中小企業振興に向けた指導等の取組を支援する。 

連 携 町 町内における事業の周知・広報など、必要な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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事 業 名 オープンデータ※の推進 

事 業 概 要 
１市２町が保有する行政データを公開し、圏域住民や企業等による活用を促進する

ことにより、圏域住民の利便性向上及び地元企業の活性化を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 連携町と調整して、保有する行政データを共同で公開する。 

連 携 町 長崎市と協力し、保有する行政データを共同で公開する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「オープンデータ」：機械判読に適したデータ形式で、二次利用が可能な利用ルールで公開された
データであり、人手を多くかけずにデータの二次利用を可能とするもの。誰でも許可されたルー
ルの範囲内で自由に複製・加工や頒布などができるデータをいう。 

 

事 業 名 販路展開・生産性向上支援 

事 業 概 要 
地域の魅力ある産品やサービスの販路を開拓し、事業者の売上拡大につなげるとと

もに、地域のブランディングを図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 市内事業者の販路拡大や商品改良等を図り、市内事業者の収益につなげる。 

連 携 町 
販路展開や生産性の向上につながるよう町内における事業の周知・広報など、必要な

協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 スマート農水産業※の推進 

事 業 概 要 

農水産業における作業の自動化・省力化を図り、高品質化・多収化につなげるため、

スマート農水産業の導入（ビワ、イチゴ、マガキ、ナマコ等）に取組み、生産性の向

上を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
スマート農業技術の導入に係る実証実験の実施や、農業用ドローン、自動環境制御機

器等の導入及び、養殖業環境データ監視システム導入などの支援を行う。 

連 携 町 町内の農業・漁業者へ事業や技術の情報提供を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「スマート農水産業」：ロボット技術やＩＣＴ（情報通信技術）を活用して超省力・高品質生産を
実現する新たな農業や、資源調査・評価の取組等で得られたデータのフル活用を通じて、適切な
資源評価・管理や生産性の向上を目指す新たな水産業のこと。 

 
 
 
 
 
 

（４）戦略的な観光施策の推進 
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【連携協約に定める取組】 
 

圏域への観光誘客、コンベンション誘致等交流人口の拡大に取り組む。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

訪問客数【暦年】 

【圏域】 

668 万人 

（6 年） 

747 万人 

（12 年） 

①指標の説明 
 圏域への訪問客数。 
②指標とした理由 
 訪問客数は、観光施策全般の推進成果を示すと考えら
れるため。 
③実績値の把握方法 
 人流データなどを基に推計する。 
④目標値設定の考え方 

 市町ごとに設定し積み上げた額を目標とする。 

 

 

事 業 名 長崎市観光・ＭＩＣＥ※戦略の策定と施策の推進 

事 業 概 要 

長崎市観光・ＭＩＣＥ戦略に基づき、交流人口の増加とにぎわいの創出に資する戦略

的な観光施策を展開し、交流人口の拡大による経済の活性化と、稼ぐ力の強化による

観光関連産業の活性化を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎市観光・ＭＩＣＥ戦略を策定するとともに、同計画に基づき、地方創生に向けた

戦略的な観光施策を展開し、その進行管理を行う。 

連 携 町 長崎市と協力し、戦略的な観光施策を展開する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「ＭＩＣＥ」：ＭＩＣＥとは、企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（インセン
ティブ旅行）（IncentiveTravel）、国際機関・団体、学会等が行う国際会議 （Convention）、展示
会・見本市、イベント（Exhibition/Event）の頭文字を使った造語で、これらのビジネスイベン
トの総称のこと。  
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事 業 名 外国人観光客の誘致・受入態勢強化 

事 業 概 要 
外国人観光客及びクルーズ客船誘致・受入態勢を強化し、関連産業の裾野を広げると

ともに、生産性の向上を図り、観光消費額の拡大及び雇用創出につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
官民連携のもとＤＭＯ※を中心とした観光地域づくりの推進、観光資源の磨き上げ、

ストレスフリーの環境整備及び海外への情報発信に取り組む。 

連 携 町 長崎市と協力し、新たなサービスの創造などに取り組む。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「ＤＭＯ」：Destination Management/Marketing Organization の略。地域の「稼ぐ力」を引
き出すとともに、地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づくり
の舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくり
を実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法
人。 

 

事 業 名 産学官連携によるＭＩＣＥの誘致・受入の推進 

事 業 概 要 

長崎市、ＤＭＯ及び出島メッセ長崎の指定管理者である株式会社ながさきＭＩＣＥ

の 3 者が主体となり、地元経済界、大学等と連携し、必要な情報の収集・分析を行い

ながら、産学官が連携したＭＩＣＥの誘致・受入を推進し、ＭＩＣＥ開催による圏域

の交流人口の拡大、地域経済の活性化、雇用の創出等を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
ＤＭＯ、出島メッセ長崎の指定管理者である株式会社ながさきＭＩＣＥ、地元経済

界、大学等と連携し、ＭＩＣＥの誘致・受入を推進する。 

連 携 町 
町内における情報収集や周知・広報など、必要な協力を行うとともに、連携町への交

流人口の拡大、経済活性化等につながる取組みを推進する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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２ 高次の都市機能の集積・強化 

＜基本目標＞ 

指標名 
基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

夜間・休日における市

内の医療体制が整って

いると思う市民の割合 

73.6％ 

（6 年度） 

75.8％ 

（12 年度） 

①指標の説明 
夜間・休日における長崎市内の医療体制が整っていると

思う市民の割合。 
②指標とした理由 
 医療機関の多くが休診している夜間や休日の医療体制
が整っていることが、安心できる環境といえるため。 
③実績値の把握方法 

長崎市民意識調査により把握する。 
④目標値設定の考え方 

直近５年間（R2 ～Ｒ6 年度）で最も高い令和 2 年度の
実績値（75.8％）を上回ることを目標値とする。 

MICE 消費額【暦年】   

 

  

  

調整中 
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（１）高度な医療サービスの提供 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

関係機関と協力し、救急医療体制の整備、先進医療の充実等安定的な診療体制の確立を図る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

長崎みなとメディカル

センターにおける救急

搬送受入数 

4,057 人 

（6 年度） 

基準値より

向上 

（12 年度） 

①指標の説明 
長崎みなとメディカルセンターが救急搬送依頼を受け

た患者のうち受入を行った人数。 
②指標とした理由 

二次救急医療機関の後方支援的役割を担う中で、24 時
間 365 日の受入体制が安定して確保できているかの目安
の一つとなるため。 
③実績値の把握方法 

病院機構から毎年提出される実績報告により把握す
る。 
④目標値設定の考え方 

他の医療機関との連携及び役割分担等の影響を考慮
し、基準値よりも向上することを目標とする。 

 

事 業 名 救急医療、高度・急性期医療及び小児・周産期医療の充実 

事 業 概 要 

救急医療や高度・急性期医療※1 を担い、地域周産期母子医療センター※2 等の機能を

担う長崎みなとメディカルセンターの機能を維持し、地域の医療機関との役割分担

を行いながら、圏域住民が安心できる医療環境整備に寄与する。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎みなとメディカルセンターを運営する地方独立行政法人長崎市立病院機構に対

し、設立団体として、救急医療や周産期医療などの不採算医療の支援を行う。 

連 携 町 
長崎みなとメディカルセンターの機能などについて、町内で周知・啓発を図り、同セ

ンターと連携町内の医療機関との連携に関し、必要な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※1「高度・急性期医療」：医療措置上、より高度な技術を必要とし、かつ緊急措置が求められる急
性期医療。具体的には、救命救急や集中医療、ハイケアユニットなど。 

※2「地域周産期母子医療センター」：産科及び小児科（新生児診療を担当するもの）等を備え、周
産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる医療施設を都道府県が認定するもの。 
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事 業 名 夜間における救急医療体制の運営支援 

事 業 概 要 
長崎市が設置する夜間急患センターの安定した運営を図り、夜間における長崎医療

圏の適切な医療体制を確保するために相互に協力する。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 夜間急患センターの適切な管理運営 

連 携 町 長崎市が負担する管理運営業務に係る費用の一部を負担 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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（２）高度な中心拠点等の整備 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

圏域の交流拠点としての機能の整備を推進し、域外からの交流人口の拡大を図る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

出島メッセ長崎利用者

数 
  

 

 

事 業 名 
産学官連携によるＭＩＣＥの誘致・受入の推進 

【１（４）戦略的な観光施策の推進から再掲】 

事 業 概 要  

長崎市、ＤＭＯ及び出島メッセ長崎の指定管理者である株式会社ながさきＭＩＣＥ

の 3 者が主体となり、地元経済界、大学等と連携し、必要な情報の収集・分析を行い

ながら、産学官が連携したＭＩＣＥの誘致・受入を推進し、ＭＩＣＥ開催による圏域

の交流人口の拡大、地域経済の活性化、雇用の創出等を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
ＤＭＯ、出島メッセ長崎の指定管理者である株式会社ながさきＭＩＣＥ、地元経済

界、大学等と連携し、ＭＩＣＥの誘致・受入を推進する。 

連 携 町 
町内における情報収集や周知・広報など、必要な協力を行うとともに、連携町への交

流人口の拡大、経済活性化等につながる取組みを推進する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 松が枝国際観光船ふ頭の２バース化※ 

事 業 概 要 

クルーズ客船の入港数増加に伴い手狭となっている松が枝国際観光船ふ頭の２バー

ス化の早期実現を図り、多くのクルーズ客船を受け入れることで、圏域経済の活性化

につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎県と連携し、松が枝国際観光船ふ頭２バース化の早期完成に向けた整備促進を国

に働きかける。 

連 携 町 長崎港松が枝国際観光船埠頭整備促進期成会による国に対する働きかけに協力する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「２バース化」：長崎港松が枝国際観光船埠頭（ふとう）に大型船 2 隻が接岸できるようにする国土
交通省及び長崎県の整備事業。16 万トン級の大型客船に対応できる 410 メートルの新しい岸壁や泊
地、臨海道路、埠頭用地を整備する。 

  

調整中 
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（３）高等教育支援 
 

 

【連携協約に定める取組】 

圏域の大学と連携し、長崎のまちの学びの場としての魅力向上に向けた取組及び情報発信を行

い、圏域への進学及び就職の促進を図る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

圏域７大学の学生数 
14,289 人 

（6 年度） 

14,289 人 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域７大学の学生数。 

②指標とした理由 
長崎で学ぶ魅力を向上させることが、圏域７大学への進

学促進につながると考えられることから、圏域７大学の学
生数を評価指標とする。 
③実績値の把握方法 

圏域７大学への調査により把握する。 
④目標値設定の考え方 

大学進学者については、全国的な傾向として、18 歳人
口の減少に伴い、減少局面に突入することが予測されてい
る。圏域においても、同様の状況が予測される中、長崎で
学ぶ魅力の向上を図ることで、圏域７大学の学生数の維持
を目指す。 

 

事 業 名 
学生地域連携活動支援事業（Ｕ-サポ）の推進 

【３（３）イ 人材育成から再掲】 

事 業 概 要 

圏域の７大学（長崎大学・長崎県立大学・長崎総合科学大学・活水女子大学・長崎純

心大学・長崎外国語大学・長崎女子短期大学）の学生とボランティアの機会を提供す

る地域団体等をつなぎ、自主的な社会参加活動を促進することで、学生の自己能力成

長等を図るとともに、地域の活性化につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
学生と地域団体のマッチングを行う「Ｕ-サポ」事業の運営支援と、市内の学生や住

民等に対する周知を行う。 

連 携 町 
学生と地域団体のマッチングを行う「Ｕ-サポ」事業について、町内の学生や住民等

に対する周知を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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事 業 名 大学との共同による最新のテクノロジーに触れる場の創出 

事 業 概 要 

長崎大学と共同し、IT 関連企業との連携により、圏域の子どもたちに最新のテクノ

ロジーに触れる場を提供し、IT 人材の育成による若者のチャレンジ促進や情報通信

関連産業の活性化を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎大学と共同、IT 関連企業との連携により、子どもたちに最新のテクノロジー（VR・

AR や３D プリンタ、プログラミングなど）に触れることができる場を提供する。 

連 携 町 事業の周知・広報など、必要な協力を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 
学生等の地元定着支援 

【 ３（１）カ 地域振興から再掲】 

事 業 概 要 

学生や保護者を対象に、テレビやインターネット、ＳＮＳ※を活用して企業情報を届

けるほか、国・県・大学等との連携も含め、各種就職関連イベントを開催することで

地元企業の認知度向上を図り、圏域内外の学生等の地元定着を促進する。また、オン

ラインを含む企業の採用活動を支援し、地元企業の採用力を強化する。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

地元企業の認知度を向上させるための事業の企画・実施を担い、圏域内外の学生や保

護者、企業への周知を行うとともに、連携町や関係機関との具体的な役割分担にあた

っての調整を行う。 

連 携 町 
長崎市と連携して事業の企画・実施に関わるとともに、町民・企業等への周知などを

行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※SNS：ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略で、登録された
利用者同士が交流できる Web サイトの会員制サービスのこと。 
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３ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

＜基本目標＞ 

指標名 
基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

住みやすいと思う住民の

割合【圏域】 
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（１）生活機能の強化に係る政策分野 

  ア 医療 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

広域的な二次救急医療体制の維持・確保に取り組む。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

二次救急患者を病院群輪

番制病院で受け入れた日

数の割合（年間） 

100％ 

（6 年度） 

100％ 

（12 年度） 

①指標の説明 
二次救急患者を病院群輪番制病院で受け入れた日数

の割合。 
②指標とした理由 

二次救急患者を 24 時間 365 日受け入れる体制を維持
することができたかを示す指標であるため。 
③実績値の把握方法 

輪番制病院が提出する利用状況報告によリ把握する。 
④目標値設定の考え方 

二次救急医療では救急搬送件数の増加等で、救急輪番
病院における医療スタッフの負担が増していることな
どにより、救急輪番体制の維持に苦慮している中、二次
救急患者を 365 日受け入れる体制を維持することは市
民が安心できる医療提供体制の確保につながるため。 

※「二次救急患者」：入院や集中した検査・治療が必要な患者。 

 

事 業 名 二次救急医療機関（病院群輪番制病院※）の運営支援 

事 業 概 要 

長崎医療圏域（長崎市、長与町、時津町及び西海市）において、二次救急医療機関（病

院群輪番制病院）の運営を支援し、夜間、休日及び年末年始の二次救急医療体制を確

保する。 

また、ＩＣＴの活用などによる救急医療連携の仕組みづくりを検討する。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
二次救急医療機関として必要な診療機能及び専用病床等を維持・確保するため、病院

群輪番制病院の運営を支援する。 

連 携 町 
長崎市と連携し、二次救急医療機関として必要な診療機能及び専用病床等を維持・確

保するため、病院群輪番制病院の運営を支援する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「病院群輪番制病院」：入院を必要とする救急医療を担う二次救急医療機関が、医療圏単位で圏域
内の複数の病院の当番制により、休日及び夜間における診療体制の確保を図るもの。 
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  イ 介護 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

圏域で介護サービスを提供する介護事業所等を支援し、介護の質の向上を図る。 

  

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

圏域で実施する高齢者ケ

アに係る研修会の実施回

数 

【圏域】 

2 回 

（6 年度） 

3 回 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域で実施する高齢者ケアに係る研修会の回数。 

②指標とした理由 
圏域で高齢者ケアに係る研修会が実施されることで、

圏域内の介護の質の向上が図られると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

実施回数により把握する。 
④目標値設定の考え方 

過去５年の実績で最も多い回数を維持することを目
標とする。 

 

事 業 名 高齢者ケアに係る研修会の実施 

事 業 概 要 
圏域内の在宅や施設などで介護サービスを提供する事業者・従業者等を対象に、行

政主催の研修会を実施し、高齢者ケアの向上を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎市が行う研修会を連携町へ周知することで、圏域内の介護事業所等の受講機会

を提供する。 

連 携 町 
連携町が行う研修会を長崎市へ周知することで、圏域内の介護事業所等の受講機会

を提供する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 在宅医療・介護連携に関連する専門職向けの研修会の実施 

事 業 概 要 

在宅医療・介護連携を図るための体制の構築に向け、医療・介護専門職に研修会を

実施し、圏域内で相互利用することで機会の充実を図り、在宅医療・介護連携を推

進する 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎市が行う研修会を連携町へ周知することで、圏域内の医療・介護専門職の受講

機会を提供する。 

連 携 町 
連携町が行う研修会を長崎市へ周知することで、圏域内の医療・介護専門職の受講

機会を提供する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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 ウ 福祉 
 

 

【連携協約に定める取組】 

圏域内での子育て支援のネットワークづくりを支援し、子育て支援サービスの向上に向けた環境

整備を行う。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

圏域の子育て支援セ

ンター※の子どもの延

べ利用者数 

【圏域】 

  
 

※「子育て支援センター」：概ね 3 歳未満の児童と親が気軽に集まって自由に遊んだり、育児相談等
をすることができる場所のこと。 

 

事 業 名 子育て支援サービスの相互利用（ファミリー・サポート・センター※） 

事 業 概 要  

子育てを援助してほしい人と、子育てを応援したい人を会員としてマッチングさせ、

それぞれのニーズを満たす「ファミリー・サポート・センター」について、１市２町

で相互利用を図り、利用者の利便性向上につなげる。また、各市町が実施するフォロ

ーアップ研修等へ圏域の提供会員の参加を図るなど、相互援助活動の充実に取り組

む。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
市内のファミリー・サポート・センターを委託事業として運営し、圏域住民が円滑に

支援を受けられるよう必要な周知及び相互援助活動の充実に取り組む。 

連 携 町 
町内のファミリー・サポート・センターを直営・委託事業として運営し、圏域住民が

円滑に支援を受けられるよう必要な周知及び相互援助活動の充実に取り組む。 

関 係 市 町  長崎市、長与町、時津町 

※「ファミリー・サポート・センター」：地域の中で子育ての援助をして欲しい人（おねがい会員）
と援助をしたい人（まかせて会員）が会員となって、一時的な子育ての助け合いを行う地域住民
参加型の組織のこと。 
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事 業 名 子育て支援サービスの相互利用（子育て支援センター） 

事 業 概 要 
子育て支援センターの一般的な利用及び育児相談について圏域での相互利用を可能

にすることで、子育て環境の充実を図る 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎市の子育て支援センターの一般的な利用や育児相談について、連携町民も利用

可能とすることで利用者の利便性向上を図る。 

連 携 町 
連携町の子育て支援センターの一般的な利用や育児相談について、長崎市民も利用

可能とすることで利用者の利便性向上を図る。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 子育て支援サービスの相互利用（病児・病後児保育施設※） 

事 業 概 要 

子育て世帯が安心して子育てができる環境となるように、病気になった児童を一時

的に保育する「病児・病後児保育施設」に関して、圏域内の相互利用の実施に向けて、

引き続き検討する。 

各施設の利用状況を共有しながら圏域内での適正な設置数を検討するとともに、利

用料金や様式といった制度統一など、利用者・実施事業者の利便性も含めて、継続し

て協議を行う。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
病児・病後児保育施設の相互利用の実現に向けて、次の(1)～(4)について整理しなが

ら、協議を継続する。 

⑴各自治体は各施設と連携し、安定的な事業実施に努めるとともに、利用実態や利用

者のニーズを把握する。 

⑵各施設の利用実態や取組状況等を共有したうえで、安定的な事業運営の観点と利

用者ニーズ等を踏まえ、必要な施設数やエリア等の考え方を整理する。 

⑶利用料金、利用登録・利用予約及び実施施設への支払方法等のルールの統一化や、

市町間のコスト分担の方法について整理する。 

⑷相互利用にかかる自治体毎の費用負担の必要性や割合を検討する。 

連 携 町 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「病児・病後児保育施設」：こどもが熱を出したときや病気回復中で、保育所などに行けず、家庭

でも育児ができない場合に、こどもを一時的に預かる施設 
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事 業 名 全天候型子ども遊戯施設の広域利用、子育てに係る情報発信 

事 業 概 要 

あぐりの丘に整備する全天候型子ども遊戯施設において、相互に開催する子育てに

関するイベント等について、圏域の１市２町で共有し、広く周知を行うとともに、圏

域の子育て関連施設等と連携し、利用促進を図ることで、圏域の子育て環境の充実を

図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
あぐりの丘に全天候型子ども遊戯施設を整備する。また、市内の子育て関連施設等と

の連携や施設において連携町の子育てに係る情報の周知などの協力を行う。 

連 携 町 
町内における子育て関連施設等との連携や子育てに係る情報の周知・広報などを行

う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 子ども福祉医療に係る圏域内医療機関での現物給付※ 

事 業 概 要  

乳幼児から高校生世代を対象に助成している子ども福祉医療において、現在、乳幼児

が、長崎県内に所在する医療機関を受診した際には現物給付で助成を行っている。

小・中学生については、令和 3 年度から圏域内の医療機関を受診した際に現物給付

で助成を行うこととしており、引き続き 1 市 2 町で連携して助成事業を実施し、圏

域住民の利便性の維持と手続きに対する負担の軽減を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
受給者が 2 町に所在する医療機関を受診した際に、現物給付にて助成を行う。また、

住民に対して、制度の周知を行う。 

連 携 町 
受給者が、1 市 1 町に所在する医療機関を受診した際に、現物給付にて助成を行う。

また、住民に対して、制度の周知を行う。 

関 係 市 町  長崎市、長与町、時津町 

 ※「現物給付」：医療機関の窓口において、助成額を引いた自己負担額（1 医療機関ごとに 1 日 800 円
まで（上限：月額 1,600 円））のみの支払いで受診できる制度。  
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エ 教育 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

圏域内での図書館の相互利用を促進し、生涯学習の機会の充実を図る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

図書貸出券の相互発行数 

【圏域】 

7,182 枚 

（6 年度） 

7,817 枚 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域の図書館での貸出券相互発行数。 

②指標とした理由 
図書館の貸出券相互発行数が増加することで、相互利

用が促進され、生涯学習の機会の充実が図られると考え
られるため。 
③実績値の把握方法 

貸出券相互発行数により把握する。 
④目標値設定の考え方 
 現状値より毎年度 1％程度の増を目標とする。 

 

 

事 業 名 図書館・図書室における蔵書の貸し出し 

事 業 概 要 

圏域住民に対する共通の取扱いとして、市外または町外の居住者に対しても、図書

館・図書室において蔵書の貸し出しサービスを提供し、生涯学習の機会の充実を図

る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
市立図書館等において、連携町民に対しても、通勤・通学の有無に関わらず図書貸

出券を発行するとともに、利用者の利便性向上を図る。 

連 携 町 
町立図書館等において、長崎市民に対しても、通勤・通学の有無に関わらず図書貸

出券を発行するとともに、利用者の利便性向上を図る。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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  オ 土地利用 
 

 

【連携協約に定める取組】 

長崎県と連携し、圏域で都市計画に関する情報を共有し、相互利用を行うとともに、長崎都市

計画区域の一体的な整備、開発及び保全を図る。 

※「ＤＩＤ（人口集中地区）」：国勢調査基本単位区及び基本単位区内に複数の調査区がある場合は
調査区（以下「基本単位区等」という。）を基礎単位として、1)原則として人口密度が 1 平方キ
ロメートル当たり 4,000 人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して、2)それら
の隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を有する地域。 

 

事 業 名 都市計画の広域調整 

事 業 概 要 

長崎県がマスタープランを定める長崎都市計画区域（長崎市、長与町、時津町及び

諫早市）において、市町が都市計画を定める場合に、必要に応じて広域調整を行い、

長崎都市計画区域の一体的な整備、開発及び保全を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
「長崎県都市計画協議会（事務局：長崎県）」に、連携町とともに参画し、必要な調

整を行う。 

連 携 町 
「長崎県都市計画協議会（事務局：長崎県）」に、長崎市とともに参画し、必要な調

整を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

総人口に対するＤＩＤ※

（人口集中地区）人口の

割合 

68.7％ 

（6 年度） 

68.7％ 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域の総人口に対する人口集中地区の人口の割合。 

②指標とした理由 
ＤＩＤ人口の割合を維持することで、コンパクトな市

街地への誘導が図られていると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

国勢調査において定められたＤＩＤ内に居住する人
口の割合により把握する。 
④目標値設定の考え方 

令和 2 年度の国勢調査の結果を基準値とし、維持する
ことを目標とする。 
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  カ 地域振興 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

一次産業の担い手を育成・確保するため、就業支援に取り組む。 

※「認定新規就農者」：農業経営開始後５年目の目標を示した「青年等就農計画」を市町村に提出
し、「地域農業の新たな担い手」として認定された新規就農者のこと。国・県・市町村などの行
政機関や農業関係機関は、認定新規就農者に対して集中的に支援措置を講じる。 

 

事 業 名 農業の担い手育成・確保の推進 

事 業 概 要 

圏域で連携して農業の担い手育成・確保のための県内農業高校への研修会や就農に

向けたＰＲ活動に取り組むことで圏域の農業の振興を図る。 

（長崎西彼地域農業振興協議会※1 技術者会担い手経営部会、長崎西彼地域就農支援

センター※2 の取り組みを活用） 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

「長崎西彼地域農業振興協議会技術者会担い手経営部会（長崎県及び関係市町で構

成）」や「長崎西彼地域就農支援センター」に、連携町とともに参画し、必要な調整

を行う。 

連 携 町 

「長崎西彼地域農業振興協議会技術者会担い手経営部会（長崎県及び関係市町で構

成）」や「長崎西彼地域就農支援センター」に、長崎市とともに参画し、必要な調整

を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※1「長崎西彼地域農業振興協議会」：長崎・西彼地域の実情に則した営農総合指導活動の展開と農
業振興を円滑に推進するため、長崎市・西海市・長与町・時津町をはじめ、農業委員会や農業協
同組合等の関係機関が協力して、共通の課題と対策を協議することにより、農業・農村の発展に
寄与するための協議会。 

※2「長崎西彼地域就農支援センター」：長崎西彼地域における長崎県と関係機関の就農相談窓口の
密接な連携を図ることにより、就農啓発活動や新規就農者のフォローアップ活動等、新規就農の
促進を図ることを目的として設置された組織。 

 

 

  

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

認定新規就農者※数 

【累計】【圏域】 

68 人 

（6 年度） 

112 人 

（12 年度） 

①指標の説明 
認定就農者数の累計。 

②指標とした理由 
認定就農者が増えることで、意欲ある農業者の育成確保

につながると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

毎年度、農業経営基盤強化促進法に基づき認定した人数
により把握する。 
④目標値設定の考え方 

市町ごとに設定し積み上げた人数を目標とする。 
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【連携協約に定める取組】 

長崎公共職業安定所、長崎県及び関係機関と連携し、求職者に圏域企業等への就労を促すための

各種支援を行う。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

市内高校卒業者の市

内就職率 

49.9％ 

（6 年度） 

55.8％ 

（12 年度） 

①指標の説明 
市内高校卒業者の市内就職率。 

②指標とした理由 
市内就職率が増加することで、若年者の域外流出の抑

制につながると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

各高校に対する調査により把握する。 
④目標値設定の考え方 

直近５年間（R 元～R５年度）で最も高い令和３年度
の実績値 55.8％を上回ることを目標とする。 

域内大学卒業者の市

内就職率 

27.3% 

（6 年度） 

27.3% 

（12 年度） 

①指標の説明 
域内大学卒業者の市内就職率。 

②指標とした理由 
市内就職率が増加することで、若年者の市外流出の抑

制につながると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

各大学に対する調査により把握する。 
④目標設定の考え方 

直近５年間（R2～R6 年度）で最も高い令和 6 年度の
実績値 27.3％を上回ることを目標とする。 

事業者への採用状況

調査における求人数

に対する平均充足率 

  

 

移住者数 

【圏域】 

621 人 

（6 年度） 

631 人 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域の相談窓口を通して県外から移住した人数。 

②指標とした理由 
移住者数が増えることで、人に選ばれているという視

点につながると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

毎年度の移住者数の実績により把握する。 
④目標値設定の考え方 

各市町が定めた目標値を合算した人数を目標値とす
る。 

  

調整中 
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事 業 名 合同企業面談会の実施 

事 業 概 要 

長崎労働局及び長崎県等との共催により、求人を行う事業者と求職者のマッチング

を行い、就業機会を確保することで、地元企業への定着や、圏域での雇用創出につ

なげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎市内や県外学生等への周知を含め、長崎労働局等が主体となって実施する合同

企業面談会の運営に協力する。 

連 携 町 
連携町の学生等への周知を含め、長崎労働局等が主体となって実施する合同企業面

談会の運営に協力する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 学生等の地元定着支援 

事 業 概 要 

学生や保護者を対象に、テレビやインターネット、ＳＮＳを活用して企業情報を届け

るほか、国・県・大学等との連携も含め、各種就職関連イベントを開催することで地

元企業の認知度向上を図り、圏域内外の学生等の地元定着を促進する。また、オンラ

インを含む企業の採用活動を支援し、地元企業の採用力を強化する。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

地元企業の認知度を向上させるための事業の企画・実施を担い、圏域内外の学生や保

護者、企業への周知を行うとともに、連携町や関係機関との具体的な役割分担にあた

っての調整を行う。 

連 携 町 
長崎市と連携して事業の企画・実施に関わるとともに、町民・企業等への周知などを

行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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事 業 名 「地域雇用活性化推進事業」※1 の実施 

事 業 概 要 

圏域の１市２町と商工会議所等で組織する「長崎地域雇用創造協議会」※2 において、

厚生労働省の「地域雇用活性化推進事業」を受託し、事業者・求職者向けセミナーや

合同企業面談会等を行い、圏域の雇用創出と経済活性化を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

圏域における魅力ある雇用の場の創出と事業所のニーズを踏まえた求職者の能力開

発や人材育成とともに事業所と求職者をマッチングするための事業の企画・実施と

市民・企業等への周知、実施会場の提供などを行う。 

連 携 町 
長崎市と連携して事業の企画・実施に関わるとともに、町民・企業等への周知、実施

会場の提供などを行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※1「地域雇用活性化推進事業」：市町村等が実施する産業振興施策や各府省の地域再生関連施策等
との連携の下に、市町村と経済団体等から構成される地域雇用創造協議会が提案した事業構想の
中から、「魅力ある雇用やそれを担う人材の維持・確保効果が高いと認められるもの」や「地域
の産業及び経済の活性化等が期待できるもの」をコンテスト方式で選抜し、当該協議会に対しそ
の事業の実施を委託するもの。（地域雇用開発促進法（昭和 62 年法律第 23 号）等に定める事
業） 

※2「地域雇用創造協議会」：市町村や経済団体等の地域の関係者が、その地域の特性を生かして重
点的に雇用機会の創出を図る事業の分野及び当該分野における創意工夫を生かした雇用機会の創
出の方策について検討するための協議会。 

 

事 業 名 移住相談会の共同実施 

事 業 概 要 

圏域からの転出者が多い福岡都市圏等やオンラインにおいて、ながさき移住サポー

トセンターが開催する移住相談会での圏域の相談ブースの設置や、圏域独自の「移住

＆転職相談会」を開催し、働く世代のＵＩＪターンを促進する。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
圏域における移住を促進するため、ながさき移住サポートセンター及び連携町と合

同で、効果的なＰＲ手法を用いて移住と就職に関する相談対応を行う。 

連 携 町 
圏域における移住を促進するため、ながさき移住サポートセンター及び長崎市と連

携し、効果的なＰＲ手法を用いて移住と就職に関する相談対応を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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  キ 災害対策 
 

 

【連携協約に定める取組】 

大規模災害発生時等における広域避難体制の確立や相互応援の円滑化等災害対策の充実を図る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

相互利用ができる避難所

の割合 

100％ 

（6 年度） 

100％ 

（12 年度） 

①指標の説明 
相互利用ができる避難所。 

②指標とした理由 
全ての避難所における相互利用が維持されることで、

圏域住民の安全確保が図られると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

相互利用できる避難所により把握する。 
④目標値設定の考え方 

全ての避難所において、相互利用が行われ、圏域住民
が円滑に避難所を利用できることを目標とする。 

 

 

事 業 名 広域避難体制の構築 

事 業 概 要 

圏域の１市２町で締結した災害応援協定に基づき、円滑な避難所相互利用体制を構

築するとともに、災害発生時等に避難所の混雑状況等の情報を発信することで、相

互利用の促進を推進し、圏域の住民の安全確保を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
連携町との調整により、円滑な避難所相互利用体制を構築するとともに、災害発生

時等に避難所の混雑状況等の情報を発信することで、相互利用の促進を図る。 

連 携 町 
長崎市と連携し、円滑な避難所相互利用体制を構築するとともに、災害発生時等に

避難所の混雑状況等の情報を発信することで、相互利用の促進を図る。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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  ク 環境 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

低炭素・循環型社会の形成を図るとともに、温室効果ガスの排出削減に寄与する取組を行う。 

 

 

事 業 名 
地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の共同推進 

事 業 概 要  

各自治体の温室効果ガス排出の経年推移や部門別排出量等の排出状況に加え、森林

吸収量による吸収効果の分析を行い、それぞれの自治体の強み、弱みを補完するこ

とでより効果の高い地球温暖化対策を実行し、圏域における広域的な温室効果ガス

削減を推進する。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
圏域における温室効果ガス排出傾向と吸収効果の分析を行い、地球温暖化対策実行

計画を１市２町が共同で推進していく。 

連 携 町 
圏域における温室効果ガス排出傾向と吸収効果の分析を行い、地球温暖化対策実行

計画を１市２町が共同で推進していく。 

関 係 市 町  長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 資源循環に係る協議・調整 

事 業 概 要  
プラスチック使用製品廃棄物の一括回収・再商品化について、長崎市の実施状況を

共有しながら、実施について圏域での協議を継続する 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
プラスチック使用製品廃棄物の一括回収・再商品化について、長崎市の実施状況を

連携町に提供し、圏域での実施に向けて連携町との協議を継続する。 

連 携 町 
プラスチック使用製品廃棄物の一括回収・再商品化について、長崎市の実施状況を 

見ながら、圏域での実施に向けて長崎市との協議を継続する。 

関 係 市 町  長崎市、長与町、時津町 

 

  

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明（※1） 

温室効果ガス排出量 

【圏域】 

2,252 千 t 

（5 年度） 

1,481 千 t 

（12 年度） 

①指標の説明 
１市２町における温室効果ガスの排出量 

②指標とした理由 
2050 年の二酸化炭素排出実質ゼロを達成するための

指標となるため。 
③実績値の把握方法 

毎年度の温室効果ガス排出量算定により把握する。 
④目標値設定の考え方 

長崎広域連携中枢都市圏地球温暖化対策実行計画にお
ける令和 12 年度の目標値。 
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ケ その他 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

火葬場の設置及び運営を行い、圏域の住民の衛生・安全の向上を図る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明（※1） 

もみじ谷葬斎場の開場日

数 

364 日 

（6 年度） 

364 日 

（12 年度） 

①指標の説明 
もみじ谷葬斎場の開場日数。 

②指標とした理由 
火葬場の休場日以外の日における運営が確実に行わ

れることで、圏域の住民の公衆衛生の確保が図られると
考えられるため。 
③実績値の把握方法 

もみじ谷葬斎場の開場日数により把握する。 
④目標値設定の考え方 

年間を通じて適切な施設の維持管理が行われ、休場日
以外に運営が確実に行われることを目標とする。 

 

 

事 業 名 火葬場の設置・運営 

事 業 概 要 

圏域の１市２町で「長崎市もみじ谷葬斎場の利用に関する覚書」に基づき、それ

ぞれ応分の負担を行いながら、火葬場を効率的に設置・運営し、圏域住民の衛生・

安全の確保を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
老朽化した施設の建て替えも含め、火葬場の安全かつ効率的な設置・運営を図る

とともに、連携町と必要な調整等を行う。 

連 携 町 火葬場の設置・運営に必要な負担を行うとともに、長崎市と必要な調整等を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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（２）結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

  ア 公共交通 
 

 

【連携協約に定める取組】 

地域公共交通ネットワークの維持・形成に取り組み、圏域の住民の移動手段の確保、利便性の向

上等を図る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

圏域住民一人当たりの路

線バスの年間利用回数 

86.5 回 

（6 年度） 

88.9 回 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域の主たる公共交通機関である路線バスの年間利

用者数を圏域の人口で除した値。 
②指標とした理由 

利用回数が維持されることで、公共交通の利便性が
確保されていると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

圏域人口及び交通事業者への聞き取りにより把握す
る。 
④目標値設定の考え方 

新型コロナウイルス感染症の影響が生じる以前の推
移にもとづく将来推計値を目標とする。 

 

 

事 業 名 公共交通に係る協議・調整 

事 業 概 要 

圏域の 1 市 2 町が協力し、バス路線の再編や公共交通サービスの向上策について検

討するとともに、新たな移動手段についての情報交換などを行い、連携して移動手段

の確保を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
圏域内の分析結果など積極的に情報共有を行いながら、路線のあるべき姿を提示し

ていくとともに、関係機関との必要な調整等を行う。 

連 携 町 
長崎市と連携してバス路線再編やサービス向上の検討を進めるとともに、情報共有

や関係機関との調整等を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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  イ 道路交通 
 

 

【連携協約に定める取組】 

関係機関と連携し、高規格道路網をはじめとする広域幹線道路網の整備促進に取り組み、圏域内

の交通の円滑化を図る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

圏域で国県等に実施す

る要望活動の実施回数 

【圏域】 

4 回 

（6 年度） 

4 回 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域で実施する、国県等に対する要望活動の回数。 

②指標とした理由 
圏域で定期的に要望活動を行うことで、高規格道路西

彼杵道路・長崎南北幹線道路の安定した予算確保を行い、
道路の整備促進に寄与する。 
③実績値の把握方法 

実施回数により把握する。 
④目標値設定の考え方 

例年国県に対して行う要望活動の実施回数を維持する
ことを目標とする。 

 

事 業 名 道路交通のインフラ整備に係る協議・調整 

事 業 概 要 

圏域の１市２町による協議の場を設け、圏域の道路網に係る調査・研究や、立案され

た計画道路の建設促進に係る要望活動等を行い、道路交通のインフラ整備の速やか

な進捗を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
連携町との協議の場を設け、道路網整備のための調査・研究や、整備路線における事

業の速やかな進捗を図るための協議を行い、要望活動を実施する。 

連 携 町 協議の場に参画し、長崎市と連携して協議・要望等の活動を推進する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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  ウ 情報発信 
 

 

【連携協約に定める取組】 

圏域の各種行事において連携した取組を行うとともに、圏域のメディアを活用し、住民への情報

発信及び情報共有を推進する。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

市町ホームページ閲覧

件数（アクセス数） 

【圏域】 

16,396,999 件 

（6 年度） 

16,679,254 件 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域自治体ウェブサイトの総アクセス数。 

②指標とした理由 
圏域自治体ウェブサイトのアクセス数が増えるこ

とで、圏域住民の情報の共有が図られていると考え
られるため。 
③実績値の把握方法 

圏域自治体ウェブサイトアクセス数により把握す
る。 
④目標値設定の考え方 

市町ごとに設定し積み上げたアクセス数を目標と
する。 

 

事 業 名 SNS を活用した情報発信 

事 業 概 要 
SNS（X、Facebook、Instagram 等）においてイベントや観光、その他様々な情報を

発信し、圏域内の情報共有や地域間交流の促進を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
圏域のイベントや啓発等に関する情報を、連携町と共有し、SNS（X・Facebook）で

発信する。 

連 携 町 
長崎市と連携し、圏域のイベントや啓発等に関する情報を SNS（長与町は Instagram・

Facebook、時津町は Instagram・LINE）で発信する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 イベント情報等の共有・発信 

事 業 概 要 

圏域における交流人口の拡大や域外観光客の誘客につながるイベント・観光情報は

もとより、国際理解・国際交流に係るイベント等の情報や多文化共生に係る講座等の

情報、圏域住民の生活向上に資する人権啓発、男女共同参画に係るイベント等の情報

について、圏域内の１市２町で共有し、広く周知を図ることで、各種イベント等の効

率的・効果的な運営と、圏域の活性化につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
圏域の各種イベント等に関する情報を、連携町と共有し、ホームページやパンフレッ

ト、その他様々な媒体を活用して発信する。 

連 携 町 長崎市と連携し、圏域の各種イベント等に関する情報を発信する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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事 業 名 デジタルデバイド※解消に向けた事業内容の情報共有 

事 業 概 要 
住民向け講習会等のデジタルデバイド対策について、各自治体で実施している事業

内容、効果、課題等を共有し、圏域全体のデジタルデバイド解消を図る 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎市が実施する住民向け講習会等のデジタルデバイド対策について、事業内容、効

果、課題等を連携町に共有し、事業改善につなげていく。 

連 携 町 
連携町が実施する住民向け講習会等のデジタルデバイド対策について、事業内容、効

果、課題等を長崎市に共有し、事業改善につなげていく。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「デジタルデバイド」：インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない

者との間に生じる格差。 
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 エ 地産地消 
 

 

【連携協約に定める取組】 

農水産物の特産物及びイベントについて情報発信を行うとともに、生産者・事業者の相互参加を

促進する。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

圏域の農水産物直売所

の売上額 

【圏域】 

37.9 億円 

（6 年度） 

38.6 億円 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域の農水産物直売所の売上額の合計。 

②指標とした理由 
生産者と直結した農水産物直売所の販売額が増加す

ることで、地元農水産物の消費拡大が図られていると考
えられるため。 
③実績値の把握方法 

農協・漁協・直売所への調査により把握する。 
④目標値設定の考え方 

市町ごとに設定し積み上げた額を目標とする。 

 

 

事 業 名 農水産物の特産物・イベントに係るＰＲ等の実施 

事 業 概 要 

圏域における農水産物の特産物やイベントについて、長崎市及び連携町が相互にＰ

Ｒを行うとともに、生産者・事業者の相互参加の促進に取り組むことで、特産物の消

費拡大を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

圏域における農水産物の特産物やイベントに関する情報を、連携町と共有し、広報紙

やホームページ、その他の媒体を活用して発信するとともに、生産者・事業者の相互

参加の促進に取り組む。 

連 携 町 
長崎市と連携し、圏域における農水産物の特産物やイベントに関する情報の発信と、

生産者・事業者の相互参加の促進に取り組む。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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  オ その他 
 

 

【連携協約に定める取組】 
 

独身男女の出会いの場を創出し、結婚希望者の婚姻活動（婚活）を支援する。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

婚姻数【暦年】 

【圏域】 

1,555 件 

（6 年） 

調整中 

（12 年） 

①指標の説明 
圏域における婚姻届を提出した件数 

②指標とした理由 
婚姻数が増加することで、結婚希望者への婚姻活動

（婚活）の支援を図られていると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

圏域の婚姻届の提出件数より把握する。 
④目標値設定の考え方 

市町ごとに設定し積み上げた額を目標とする。 

 

事 業 名 結婚を応援する気運の醸成 

事 業 概 要 

圏域内の結婚予定のカップル及び新婚夫婦を対象として、民間事業者等と 1 市 2 町

が連携して「ながさきカップル応援パスポート事業」を実施することで、圏域全体で

結婚を応援する気運を高める。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 

利用者及び協賛事業者の登録などの事務手続きを行うとともに、長崎市内の利用対

象者及び民間事業者等に対して事業の周知・広報を行い、利用者及び協賛事業者の登

録促進を図る。 

連 携 町 
町内の利用対象者及び民間事業者等に対して事業の周知・広報を行い、利用者及び協

賛事業者の登録促進を図る。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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（３）圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

  ア 職員育成・交流 
 

 

【連携協約に定める取組】 

職員の資質向上及び公務能力の向上を図るとともに、職員間の交流を深め、相互の連携を強化す

る。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

各種研修の開催件数 

【圏域】 

5 件 

（6 年度） 

8 件 

（12 年度） 

①指標の説明 
圏域による職員研修の開催件数。 

②指標とした理由 
職員の研修の機会が増加することにより、職員間の交

流を促進することにつながると考えられるため。 
③実績値の把握方法 

職員研修の開催件数により把握する。 
④目標値設定の考え方 

圏域による職員研修開催予定件数を目標とする。 

 
 

事 業 名 職員研修の実施 

事 業 概 要 

職員研修を実施し、職員の研修機会を増加させることにより知識・能力の向上を図

り、職員間の交流を促進し、一人ひとりのモチベーションアップにつなげるととも

に、ネットワークの強化を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
長崎市が実施する職員研修に連携町の職員が参加する機会を設ける。また、連携町が

実施する職員研修に、必要に応じて市の職員を参加させる。 

連 携 町 
連携町が実施する職員研修に長崎市の職員が参加する機会を設ける。また、長崎市が

実施する職員研修に、必要に応じて町の職員を参加させる。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

 

事 業 名 職員研修の実施（人口減少社会に即した広域的行政サービス提供に関する研究会） 

事 業 概 要 

予算・職員などの資源が制約されることとなる人口減少社会においても、持続可能な

形で広域的行政サービスを提供するため、それぞれが有する資源を融通し合い、共同

で活用していく新たな取組を研究する。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
他圏域の事例等を連携町と共有し、新たな広域的行政サービスについて、圏域内でも

活用できるような取組を研究する。 

連 携 町 新たな広域的行政サービスについて、長崎市と協力して研究する。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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事 業 名 行政手続のデジタル化※の共同研究 

事 業 概 要 
圏域住民の利便性向上及び行政運営の効率化につなげるため、行政手続のデジタル化

の共同研究を行い、職員の知識の共有・能力の向上を図る。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 行政手続のデジタル化について、連携市町と協力して共同研究を行う。 

連 携 町 行政手続のデジタル化について、長崎市と協力して共同研究を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 

※「行政手続のデジタル化」：住民の利便性向上と行政の効率化を図るとともに、地方創生をはじめ
とした地域の諸課題を解決するため、住民に身近な行政サービスを提供する地方公共団体に対す
る様々な手続のオンライン化の推進などを図るもの。 
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イ 人材育成 
 

 

【連携協約に定める取組】 

圏域の学生が地域活動を行うに当たり、希望する学生とその機会を提供する地域団体等をつなぐ

取組を推進する。 

 

KPI 

(重要業績評価指標) 

基準値 

（時 期） 

目標値 

（時 期） 
指標の説明 

地域でのボランティア

活動に参加した学生数 

5,433 人 

（6 年度） 

5,767 人 

（12 年度） 

①指標の説明 
Ｕ－サポでボランティア活動に参加した学生の延べ

人数。 
②指標とした理由 

ボランティア参加者数が増加することで、学生が地
域との交流を通して、学ぶ機会が提供されていると考
えられるため。 

③実績値の把握方法 
Ｕ－サポの実績報告により把握する。 

④目標値設定の考え方 
令和６年度の実績を基準値とし、令和５年度～令和

６年度の伸び率を乗じた数値を目標とする。 

 

 

事 業 名 学生地域連携活動支援事業（Ｕ-サポ）の推進 

事 業 概 要 

圏域の７大学（長崎大学・長崎県立大学・長崎総合科学大学・活水女子大学・長崎純

心大学・長崎外国語大学・長崎女子短期大学）の学生とボランティアの機会を提供す

る地域団体等をつなぎ、自主的な社会参加活動を促進することで、学生の自己能力成

長等を図るとともに、地域の活性化につなげる。 

事業費見込額 

（千円） 

8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

     

役

割

分

担 

長 崎 市 
学生と地域団体のマッチングを行う「Ｕ-サポ」事業の運営支援と、市内の学生や住

民等に対する周知を行う。 

連 携 町 
学生と地域団体のマッチングを行う「Ｕ-サポ」事業について、町内の学生や住民等

に対する周知を行う。 

関 係 市 町 長崎市、長与町、時津町 
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